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[事実の概要]

訴外A株式会社は（以下では、「A会社」とする。）、韓国法により設立され韓国に本店を有するY銀行東京支店と無記名定期預金契約を行っていた。昭和３９年10月17日、A会社は、この契約上の債権を、Xに譲渡し同日付の内容証明郵便により、Y銀行に対してその旨を通知した。本件は、XがY銀行に対して、無形名定期預金債権及びその利息金の支払を求めて訴えを提起したものである。これに対してYは、次の抗弁をなした。（１）当該預金債権は、昭和29年7月21日に韓国財務長官がY銀行総裁に対して行った「Aの在日本国所有株式売買代金をY銀行東京支店に預置しておくこと」との決定に基づき、Yがその売買代金を無記名定期預金としたものであり、払戻し、譲渡等の処分が予定されていないその性質上譲渡禁止の債権である。（２）X銀行とA会社間の譲渡行為において預金証書の交付がないから、譲渡は効力を生じない。（３）当該預金債権には債権質が設定されているため、Aは処分権限を有しない、（４）当該預金には譲渡禁止の特約があり、その特約の記載のある預金証書が存在する以上、Xは特約の存在について悪意であった。

[判旨]

債権の成立および効力については、「当事者の意思は明らかでなく、また、当事者がともに韓国人であるという事実のみでは黙示意志により勧告法を準拠法とする旨の指定があったとみることはできないから、行為地法である日本法が準拠法である」。

債権譲渡行為の成立及び効力については、「准物件行為たるものであり、原因債権からは明確に区別されるべきものであることからして、譲渡債権の準拠法によるべきとするのが最も妥当である」。よって、日本法が準拠法となる。

譲渡行為の方式については「法例八条により譲渡行為そのものの準拠法によるか、もしくは行為地法の定めによる」から、いずれにいても日本法が準拠法となる。

「譲渡行為の第三者に対する効力については、法例一二条により、・・・本件においては債務者の本店所在地は韓国であるが、右債務者は日本に支店（営業所）を設けているのであるから、債務者の住所地は本件の場合支店の所在地である日本というべきである。・・・債務者の利益保護という要請が法例一二条の立法趣旨とされていることにかんがみれば本件債権の支払地（義務履行地）が第一次的には支店所在地の日本である以上法例一二条にいう住所地は日本とみるのが、同条の趣旨に最もよく合致するからである。」
「銀行取引上普通預金、通常の定期預金の場合と同じように無記名定期預金には例外なく債権譲渡禁止の特約があり、右特約は預金証書に明記されていることは銀行取引上顕著な事実である。したがつて、銀行取引に経験のある者は右特約を知つていることを推認することができるのであるが、右経験のない一般人であつてもいやしくも無記名定期預金債権の譲渡を受ける者は、預金証書が存在することを知つているものと推認するのが相当である。実際にも無記名定期預金債権の譲受人は、預金証書の重要性を知つているから、債権譲渡に際しては、特段の事情の存しない限り預金証書の授受を伴うのが一般であり、このことは経験則上明らかである。ところで、本件においてこれをみるに、原告本人尋問の結果によれば、原告は、大学教授であることを認めることができるから、原告は、銀行取引につき経験のある者であり、譲渡禁止の特約を知つていたものと推認するのが相当である。かりに原告が銀行取引につき無経験者であつたとしても、本件において預金証書は終始被告の保管するところであつて訴外会社から原告に対してその交付がなされなかつたことは当事者間に争いがないところであるから、債権の譲渡を受けようとする原告は、預金証書の交付がなされないことに疑念を持ち、何らかの方法で預金証書の存在を確認しかつ預金証書に譲渡禁止の特約等が記載されていることの有無を確認すべきものであるといわねばならない。ことに本件のごとく一個人である原告が三八九三万円の債権を譲受けるに際してはなおさらのことである。しかるに原告が右の手続をなしたことは本件全証拠によつても認められない。また右債権譲受の原因関係については原告は何らその主張をなさない。してみると、原告は本件債権譲受当時右債権には譲渡禁止の特約が存した事実を知悉していたか、少なくとも右事実を知らなかつたことにつき過失があつたものといわねばならないから、原告は、本件無記名定期預金債権の譲渡禁止の特約につき善意の第三者として保護を受けるに値する者ではない。」
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